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研究成果の概要（和文）：本研究では最も長く務めた職種が引退後の認知能力にどのような影響を与えるのか，
中高年労働者にとって認知能力や健康を維持するための最適な労働時間はどの程度なのかについて実証分析を行
った．その結果，引退期間は認知能力に負の影響を与え，最も長く勤めた仕事について，データ処理能力の要求
度が高かった場合，引退後，認知能力の低下を抑制する効果があることがわかった．また，週労働時間が25時間
ぐらいまでは，労働時間の増加が認知能力に正の影響を与え，それを超えると，それ以上の労働時間の増加は認
知能力に負の影響を与えることがわかった．健康に関しては労働時間のピークが20から25時間であることがわか
った．

研究成果の概要（英文）：This research project examined the causal impact of the duration of 
retirement on the cognitive functioning of male elderly workers in Japan using data from the 
National Survey of Japanese Elderly. We also explored how the complexity of a worker's longest 
served job affects cognitive functioning after retirement. Our empirical evidence suggests that the 
duration of retirement has a negative and significant impact on cognitive functioning. Moreover, 
among the eight dimensions of job characteristics, high complexity in the job’s relation to data is
 found to be an important job characteristic in delaying the deterioration of cognitive functioning 
after retirement. Furthermore, we examined the causal impact of working hours on the cognitive 
ability and health of people living in Australia aged 40 years and older. Our findings show that 
working relatively moderate hours for a week can have a positive impact on cognitive functioning and
 health.

研究分野：労働経済学
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１．研究開始当初の背景 
 
多くの先進国では高齢化の進展に伴い，労
働力不足の解消や社会保障費の抑制が大き
な政策課題となっている．これに対して，各
国政府は年金受給開始年齢を引き上げ，高齢
者の引退を遅らせるといった政策を相次い
で実施してきた． 
高齢労働者の引退時期を遅らせることは，
労働力の確保や社会保障費の抑制以外にも，
彼らの認知能力や健康の低下を遅らせると
いった正の外部性効果があると考えられる．
Rohwedder and Willis (2010)をはじめ海外の
先行研究では，引退が認知能力にどのような
影響を与えるのかが分析されている．しかし
ながら，日本ではこのような分析がまだなさ
れていなかった． 
さらに，これまでの研究では，引退するか
否かが認知能力に与える影響を分析してい
るものの，労働の「質」や「量」が認知能力
や健康に与える影響を検証した分析は限ら
れた (Bonsang et al．2012, Coe and Zamarro 
2011, and Mazzonna and Peracchi 2012)．そ
こで，本研究では，労働の「質」や「量」が
認知能力や健康に与える影響に注目し，次の
３つのテーマに焦点を当てて研究を進めた． 

 
(1) 最も長く務めた職種が引退後の認知能力
にどのような影響を与えるのか？ 
 

(2) 中高年労働者にとって認知能力を維持す
るための最適な労働時間はどの程度なの
か？ 

 
(3) 中高年労働者にとって健康を維持するた
めの最適な労働時間はどの程度か？ 

 
２．研究の目的 
 
本研究の大きな目的は以下の３つに要約
される． 
(1) 日本の『全国高齢者パネル調査』を用い
て，一番長く働いた職種が引退後の高齢
者の認知能力に与える影響について，引
退期間（引退してからの期間）に注目し
ながら分析を行った． 
 

(2) オーストラリアの第 12 回（Wave 12）
Household, Income and Labour 
Dynamics in Australia (HILDA) Survey
のデータセットを用いて，中高齢者の労
働時間が彼らの認知能力に与える効果の

大きさについて，その効果の非線形性を
考慮しながら分析を行った． 

 

(3) オーストラリアの 第 1回から第 12回ま
での Household, Income and Labour 
Dynamics in Australia (HILDA) Survey
のデータセットを用いて，労働時間が健
康に与える効果の大きさについて，その
影響の非線形性を考慮しながらパネル分
析を行った． 

 
３． 研究の方法 

 
(1) 引退期間や一番長く勤めた職種が認知能
力に与える影響を分析するために，東京
都立老人総合研究所とミシガン大学が実
施した『全国高齢者パネル調査』を用い
た．認知能力の低下は引退時期を早める
といった逆の因果関係が考えられる．こ
の引退期間の内生性を考慮するために，2
段階推定法で分析した．操作変数には「年
金受給開始年齢」と「一番長く勤めた仕
事が自営業か否かのダミー変数」を用い
た．内生変数である「引退期間」は引退
していない労働者が 0 の値を取る切断さ
れた変数であるため，1 段階目の推定で
は tobit モデルを採用した．加えて，
Wooldridge (2010)に従い，1段階目の推
定で得た予測値を操作変数として用いた．
職種の情報に関しては，Dictionary of 
Occupational Titles (DOT)に掲載される
仕事から要求される能力の指標を利用し
た．具体的には，physical demands, 
mathematical development, reasoning 
development, language development, 
job’s relationship to data, job’s 
relationship to people, job’s relationship 
to things, specific vocational preparation 
requiredの 8つの指標である． 
 

(2) メルボルン大学が実施する Household 
Income and Labour Dynamics in 
Australia (HILDA) Surveyでは，第 12回
調査（Wave12）のみ認知能力テストを実
施している．この調査のデータを用い，
労働時間が認知能力に与える効果を推定
した．認知能力と労働時間との関係の非
線形性を考慮し，労働時間の 2 乗項を加
えて推定した．また，労働時間と認知能
力の逆の因果関係の可能性を考慮するた
めに，2 段階推定方法で分析した．労働



時間の操作変数には，「年金受給開始年齢
と現在の年齢の差」とその 2 乗項を用い
た．さらに，労働時間の季節性を考慮し
て「調査月の情報」を用いた．この研究
では就業・引退決定だけでなく労働時間
の違いにも注目した．既に引退した労働
者は労働時間が 0 になるため，労働時間
は切断された変数になっている．そこで，
上記(1)同様に，1段階目の推定では tobit
モデルを採用し， Wooldridge (2010)に
従い，1 段階目の推定で得た予測値を操
作変数として用いた． 

 

(3) メルボルン大学が実施する Household 
Income and Labour Dynamics in 
Australia (HILDA) の第 1回調査から第
12回調査までのデータを用いて，労働時
間が健康に与える効果を推定した．健康
と労働時間との関係の非線形性を考慮し，
労働時間の 2 乗項を加えて推定した．上
記(2)とは異なり，健康状態に関する質問
項目は，全ての HILDA 調査で利用可能
なため，パネルデータの特徴を活かした
固定効果モデルでの推定を行った．上記
(2)と同様に，労働時間と健康の逆の因果
関係の可能性を考慮するために，2 段階
推定方法で分析した．労働時間の操作変
数には，「年金受給開始年齢と現在の年齢
の差」とその 2 乗項を用いた．さらに，
労働時間の季節性を考慮して「調査月の
情報」を操作変数として用いた．また，
就業・引退決定だけでなく労働時間の違
いにも注目するために，上記(2)と同様に，
1段階目の推定には tobitモデルを採用し，
Wooldridge (2010)に従い，1段階目の推
定で得た予測値を操作変数として用いた． 

 
４． 研究成果 

 
(1) 内生性を考慮しても，引退期間は認知能
力に負の影響を与えることがわかった．
つまり，引退期間が長くなると，認知能
力が低下していくという結果であった．
また，最も長く勤めた仕事について，デ
ータ処理能力の要求度（job’s relation to 
data）が高かった場合，引退後，認知能
力の低下を抑制する効果があることがわ
かった． 
 

(2) 認知能力に対する労働時間の効果に非線
形性があることが統計的に有意に確認さ

れた．週労働時間が 25時間ぐらいまでは，
労働時間の増加が認知能力に正の影響を
与える． 25 時間を超えると，それ以上
の労働時間の増加は認知能力に負の影響
を与える． 

 

(3) 健康に対する労働時間の効果に非線形性
があることが統計的に有意に確認された．
週労働時間が 20〜25 時間ぐらいまでは，
労働時間の増加が健康に正の影響を与え
る． 20〜25 時間を超えると，それ以上
の労働時間の増加は健康に負の影響を与
える． 
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